
平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

36 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔はまなす医療療育センターとのコスト比較〕
県は、あすなろ医療療育センターへの繰入金（県支出額）を減らすためにも、規模の縮

小に応じた職員の配置や非常勤職員等の有効活用を図る必要がある。

平成２６年４月に診療所（有床）を併設した
福祉施設への施設機能の転換を予定して
いる。転換にあたっては、サービスの質を確
保しつつ、効率的な運営体制を検討してい
く。

あすなろ医療療育
センター

44 意見
資産の管理に
ついて

〔未稼働の重要物品について〕
心電計及びボディソニックリラクゼーション機器は使用されずに保管されている状態で

ある。今後も使用しないのであれば、滅失手続を経て廃棄することが望まれる。

心電計及びボディソニックリラクゼーション
機器について、平成２５年７月１１日に廃棄
に係る決裁を得て、同年７月１８日に廃棄し
た。

精神保健福祉セ
ンター

46 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔秋田県精神保健福祉センター及び岩手県精神保健福祉センターとのコスト比較〕
法定業務に加えて精神科デイ・ケア、精神科クリニックを実施していることにより、人件費

や需用費が増加している。秋田県・岩手県と異なり単独施設であるがために、総務（庶
務）業務にもコストをかけている。
総務（庶務）業務にかかる人件費を圧縮し、より効率的な施設運営を行うためには、将

来的に隣接するつくしが丘病院や他の相談機関等との併設あるいは事務部門の統合も
視野に入れて検討していくことが望ましい。

他機関との物理的な併設・統合を直ちに
検討することは困難であるが、他機関との事
務部門の組織的統合については、将来的な
課題として検討していく。

精神保健福祉セ
ンター

49 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔精神科デイ・ケア業務にかかる事務の執行について〕
精神保健福祉センターにおいて精神科デイ・ケア業務を実施していくには、精神科デ

イ・ケア業務に係る費用（追加費用）と獲得できる診療報酬収入（追加収入）を対比して採
算が取れているのかを検証して、診療報酬収入をより多く獲得するとともに、人件費や需
用費を削減することによって採算性を高めることが重要である。

平成１９年度から平成２４年度までの精神
科デイ・ケア業務の採算性について検証を
行ったところ、業務費用（人件費を含む。）が
診療報酬収入を下回った年度が３回、上
回った年度が３回で、収支差額も少額となっ
ていることから、業務費用と診療報酬は、均
衡が取れた状態にあったことを確認した。
今後も、診療報酬収入を多く獲得するよう

努めるとともに、処遇の質が低下しないよう
配慮しつつ、支出の抑制に努めていく。

精神保健福祉セ
ンター

57 結果
資産の管理に
ついて

〔遊休資産（リース契約）について〕
平成１９年１１月から平成２４年１０月までの５年間のリース契約で「ユビキタスシステム」を

導入しているが、平成２２年度以降は利用されていない。中途解約が実質的に不可能な
契約であるため、契約期間終了までリース料が支出され、結果的に２２年度以降のリース
料が無駄に支出された状況である。
今後は同様の事案が発生しないよう、事前に費用対効果や契約方式の検討を十分に

行うことが必要である。

今後、ＩＴ機器等を活用した情報提供を行
う場合は、コストが低いソフト開発によること
を基本とし、新たなＩＴ機器等を導入する場
合であっても、費用対効果や契約方式等に
ついて、事前に十分検討した上で判断する
こととした。

県立美術館
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58 意見
資産の管理に
ついて

〔帳票と現物の照合について〕
「美術工芸品について、（中略）重要物品増減及び現在高報告書提出時に現物との

照合を行っていない所属がある」との平成２２年度特定行政監査結果に対し、「重要物品
である美術工芸品については、今後、年１回その所在について確認を行うこととする。」と
の措置状況が公表されている。平成２３年度において、帳票と現物の照合を行い、重要
物品に該当する美術資料の全部について存在を確認し、その事跡として「Ｈ２３重要物品
確認リスト」を作成していた。
照合作業にあたって、梱包状態の物品の内容の実在性をどのように確かめたか、また

展示中の物品についてはどのようなタイミングで照合したかといった点を美術館のノウハ
ウとして蓄積するために、マニュアル化しておくことが望まれる。

重要物品である美術品は、毎年度定期的
に作品画像データベース等を活用して所在
確認している。
また、梱包状態の作品については、年４回

の常設展等の展示替の機会を活用して、
データベースに記録しながら内容確認を行
うよう手続きを明確にした。

県立美術館

58 意見
資産の管理に
ついて

〔管理票について〕
作品に直接管理票を貼付することは作品の保全上適当ではないとして管理票が付され

ていない。物品情報を作品の外箱に記すなど代替的な方法を試みているとのことだが、
作品以外の重要物品には、帳票と現物の確認を効果的・効率的に実施するために、管
理票を活用する必要がある。

美術品については、作品の特性に応じて
識票に替えて作品画像データベース等によ
り管理している。
また、美術品以外の重要物品について

は、一部新たに備品の識票を貼付し、識票
貼付が困難な物品については写真撮影を
するなど、現物確認が的確に行えるようにし
た。

県立美術館

60 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔行政コストの年次比較について〕
平成１９年度以降増加傾向にある行政コストを抑制しつつ、収入の増加を図っていくこと

が効率的な運営を支えると考えられる。大まかには利用者の増加・利用料収入の増加を
図ること、事業費・管理運営経費を節減すること、設備の延命化を図ることがあげられる。
また、県が作成しているバランスシートと行政コスト計算書について、活用を図ることが

望まれる。

平成２５年３月に策定した「青森県立美術
館５ヶ年運営計画（H24-H28）」において、
新たな運営システムによる機能強化や計画
的な施設整備等を実施することとし、バラン
スシートや行政コスト計算書等を活用しなが
ら、運営の効率化や経営の合理化を図るこ
ととした。

県立美術館

61 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔他県の施設とのコスト比較〕
島根県・福井県との比較を行ったところ、３館の中では青森県の行政コストが最大で、利

用者負担率が最小となっている。入館者をもっと増やすこと、行政コストの削減に努めるこ
とにより、利用者負担率を上昇させる余地はあると考える。
現状では、観光事業との相乗効果が十分に生かされているとは言い難く、三内丸山遺

跡との一体的な集客も目に見える成果を上げていないが、アイデア次第で集客の余地は
多く残されているとも考えられる。

平成２５年３月に策定した「青森県立美術
館５ヶ年運営計画（H24-H28）」において、
美術館の個性を顕在化し魅力向上を図るほ
か、効率的、効果的な運営体制の構築を図
るためPCDAサイクルを確立することとした。
当該計画に基づき、入館者増とコスト削減に
取り組む。
なお、平成２５年度には、三内丸山遺跡の

復元住居等を活用し、シンポジウムや読み
聞かせ会等のイベントを実施するなどして、
三内丸山遺跡との連携を深めるとともに、県
外でワークショップを開催するなどして、情
報発信を図り、入館者の増に努めている。

県立美術館
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68 結果
情報公開につ
いて

〔年報の発行について〕
情報発信の一つとして年報を発行しているが、平成２１年度以降未発行となっている。

年報作成のため毎年度予算を確保しているものの、ほかの広報経費に支出している。
毎年度適時に発行する体制を整備すべきであり、内容及び発行時期についても標準

化することが望まれる。

年報については、毎年第２四半期を目途
に発行することとし、平成２４年度分の年報
については平成２５年８月に発行した。
なお、平成２１～２３年度の年報について

は平成２５年３月までに発行し、ホームペー
ジで公表した。

県立美術館

69 意見
指定管理者制
度について

〔美術館運営改革プランについて〕
「美術館運営改革プラン」を包括する形で平成２４年度中に策定する５ヶ年計画（平成

２４年度～平成２８年度）の間は、県が美術館を直接管理運営するとしながら、指定管理
者制度の導入については、管理手法の一選択肢として検討していくとのことである。
５ヶ年計画を遂行する中で、指定管理者制度の導入によって新たな事業展開を含めて

サービス向上が期待できる部分、経費の効率化が期待できる部分を明らかにしつつ、制
度の導入を継続的に検討することが望まれる。

平成２５年３月に策定した「青森県立美術
館５ヶ年運営計画（H24-H28）」において、
経営の合理化や財務体質の強化等に取り
組み、効率的、効果的に運営する総合的な
マネジメントシステムを構築するとともに、指
定管理者制度も含めた最適な管理運営方
策の検討を継続することとした。

県立美術館

81 意見
支出手続につ
いて

〔青森県総合社会教育センターと県立図書館に共通して発生する経費について〕
総合社会教育センターと県立図書館に共通して発生する費用は両施設で按分してい

たが、平成２４年度以降総合社会教育センターに指定管理者制度が導入された結果、従
来両施設で按分していた費用について平成２４年度においては県立図書館では予算計
上していない。
予算上、両施設に共通して発生する費用について県立図書館で予算計上しないことは

問題ないが、管理会計上、県立図書館はこれらの経費も含めて管理することが望ましい。

総合社会教育センターと県立図書館に共
通して発生する費用については、県立図書
館相当分を按分して管理し、要覧（平成２５
年度版）に記載し、公表することとした。

県立図書館

82 意見
支出手続につ
いて

〔「古文書マイクロフィルムデジタル化業務委託」の事務について〕
指名競争入札において、結果的に１者が入札に参加しており、その者と契約を締結し

ている。今後、同様の業務を行う場合の参考とするためにも、入札辞退者へ辞退理由を
確認するなど１者のみの参加となった理由を確認しておく必要がある。
また、指名業者への通知から入札までの期間が妥当であったかについても再度検証す

る必要がある。

入札辞退者へ確認した結果、辞退の主な
理由は、専門的で、特殊な機械を用いて行
う業務であったため、とのことであった。
当業務は平成２２・２３年度の事業であり、

県財務規則に則り処理したものであるが、こ
れらの点を踏まえ、監査結果については今
後の業務の参考としていきたい。

県立図書館

83 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔行政コストの年次比較について〕
利用者１人あたりの行政コストは、ここ数年減少傾向にある。これは年間利用者数が増

加していることに起因しており、今後も利用者１人あたりの行政コストを引き下げる努力を
継続していくことが望まれる。

利用者１人あたりの行政コストの引き下げ
については、これまで同様に図書館全体経
費の節減に継続的に取り組んでいくこととし
た。

県立図書館
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84 意見
施設にかかる
コストの計算に
ついて

〔他県の図書館とのコスト比較〕
今後、他の指定管理者導入自治体における図書館の人件費（指定管理者人件費を含

む）と青森県立図書館の人件費を比較する必要がある。図書館の運営の在り方について
は県が決定することであるが、人件費も含めて経費の節減については今後も努力が必要
である。

都道府県立図書館において指定管理料
に人件費を含むのは、岩手県立図書館の
みであるが、指定管理料のうち人件費相当
額が明確でないことから、比較は困難であっ
た。なお、施設維持管理業務に指定管理者
制度を導入している都道府県立図書館の行
政コストとの比較を行うこととした。
また、利用者１人あたりの行政コストの引き

下げについては、これまで同様に図書館全
体経費の節減に継続的に取り組んでいくこ
ととした。

県立図書館

86 意見
施設運営の在
り方について

〔図書館の管理運営の在り方についての継続検討〕
今後も県が直接管理運営しながら、ボランティアを導入することによってサービス向上を

図るとしており、現状において指定管理者制度は導入しない方針をとっており、県の方針
については特に問題ないと考えるが、ボランティアを導入したことによるサービスの向上
効果については定期的に確認する必要がある。

ボランティアとの意見交換会を実施し、ま
た、一般利用者等からボランティア活動に関
する意見を徴し、サービスの向上効果につ
いて、定期的に検証することとした。

県立図書館

88 意見
施設運営の在
り方について

〔ボランティア制度の実効性を高める方策の検討〕
ボランティア制度を導入したことは大変評価ができる点である。ボランティアが今後も有

効なものとなるために課題等に随時対応することが望まれる。また、ボランティア制度によ
る効果（サービス向上と結果としての経費節減）については定期的に確認する必要があ
る。

ボランティア活動の充実を図るため、研修
や意見交換を実施するとともに、一般利用
者からボランティアに関する意見を徴し、ボ
ランティア制度による効果について、定期的
に検証することとした。

県立図書館

97 意見
資産の管理に
ついて

〔非構造部材等の管理〕
耐震対策として、平成９年度に本館・食堂、平成２０年度に体育館の耐震工事を行って

いる。一方、非構造部材の被害の可能性については実態の把握が難しい状況にある。今
後も学校施設に準じて定期的な点検が必要と思われる。

従前より、毎月第一週に施設設備の安全
点検を行っていたが、平成２５年６月に非構
造部材点検チェックリストを新たに作成し、
それに基づき、非構造部材についても点検
を行うこととした。

梵珠少年自然の
家

99 意見
施設にかかる
コスト計算につ
いて

〔行政コストの年次比較について〕
施設の有効性を判断するためには、行政コスト計算書、バランスシート以外の指標も加

味した多面的な分析が必要となるが、今後も施設の有効性を高めるため工夫が必要であ
る。

８月の利用促進及び１１月から４月の主催
事業の見直しを行うことで、利用者の増加を
図り、今後も利用者１人当たりの行政コストの
引き下げなど、施設の有効性向上に努める
こととした。

梵珠少年自然の
家
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101 意見
施設運営の在
り方について

〔少年自然の家の管理運営の在り方についての継続検討〕
公の施設の管理の在り方については、サービスと費用の関係で見なければならないた

め、指定管理者制度の導入が必ずしも万能薬というわけではないが、少なくとも経費節減
という課題に対しては、取り得る選択肢の一つである。指定管理者制度の導入あるいは
一部導入も含め、管理運営の在り方については今後も継続的な検討が必要である。

管理運営の在り方については、指定管理
者制度の導入も含め、自然体験活動や集団
宿泊訓練等を通して、心身ともに健全な少
年を育成するという少年自然の家の役割を
踏まえ、引き続き検討することとした。

梵珠少年自然の
家

102 意見
施設運営の在
り方について

〔８月の利用の促進について〕
部活での利用の促進や主催事業の実施などを検討し、８月の利用者を増やす工夫が

必要である。

部活動に加え、幼稚園や保育園、子育て
サークル等に向けた利用例やモデルプラン
を記載したチラシを作成し、配布するととも
に直接出向いて説明することにより、利用促
進に努めることとした。
また、家族単位でキャンプ場・炊事場を利

用できる事業の開発を行い、８月の一定期
間、キャンプを実施することとした。

梵珠少年自然の
家

102 意見
施設運営の在
り方について

〔主催事業の実施時期について〕
利用者が少ない１１月から４月頃までの利用をいかに増やすかが今後の課題である。こ

の時期は小学校の各種イベントも多いことから、これらに配慮しつつ積極的に主催事業を
行うことが望ましい。

積雪期における自然体験事業の開発を行
い、チューブそりコースやスノーシュー等を
活用し、申込不要で冬の自然に親しむこと
のできる事業を行うこととした。

梵珠少年自然の
家
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結果
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147 意見
資産の管理に
ついて

〔適切な管理体制について〕
現状の体制については、
・課長及び管理事務所長等の一定の役職に兼任が多くみられる
・経理課長が１０年以上異動していない

の問題があると考えられる点もある。
現在、高コスト体質から脱却すべく一般管理費等を削減しており、人員増による管理の

重層化が困難であるのは理解できるが、責任が特定個人に集中しすぎては組織的な牽
制が機能しにくくなる恐れがある。また、異動がないことは、組織運営面及び業務環境面
でも問題がある。
現在のところ平成４１年度まで存続することを前提とした組織を考える必要があり、その

ことを考慮して、交代・後任の人材育成・登用を考えなければならない。

内部牽制については、決裁権者と押印管
理者を異にし、また、監事による経理に関す
る例月監査を実施していること等により、内
部牽制を図っている。
今後は、担当業務のローテーションや人材

育成・登用など、将来的な組織のあり方につ
いて継続的に検討していくこととした。

青森県道路公社

148 意見
資産の管理に
ついて

〔みちのく有料道路の無料休憩所について〕
無料休憩所の稼働は低いものであり、施設管理についても行き届いているとはいえず、

積極的な活用方法の検討も困難な状態である。
施設の管理については、稼働状況に拘わらず、掃除や設備の改修、見回りによる確認

業務などが発生するため、現在の状況では閉鎖することも検討しなければならない。閉鎖
しない場合は、遅くても上北道路・上北天間林道路・天間林道路と連絡するまでに新たな
利用方法を検討しておく必要がある。

現在の利用状況や施設の老朽化による維
持補修の必要性を踏まえ、平成２６年度まで
に解体する予定である。

青森県道路公社

150 意見
人件費及び人
員構成につい
て

〔将来の組織像について〕
現在のところ、少なくとも平成４１年度までの存続を前提とした組織・人員構成について

考えていかなければならない。道路公社が管理運営する有料道路は、料金徴収期間が
満了した後は、無料開放され、一般県道と同じ扱いになるため、将来的には県に移管す
る前の段階から道路公社に県の職員を派遣し、徐々に県に管理を移行していくなどの対
応が必要である。
県から職員を派遣を行う際にも、道路公社の負担増に結びつく場合、残債の処理という

形で県が最終的な負担を追うこととなる可能性があるが、そうならないような形で、県の職
員派遣を検討するべきである。

道路公社が管理する有料道路の県移管
等については、まだ具体的な検討がなされ
ておらず、現時点では将来的な組織のあり
方についての検討が困難であり、適切な時
期に検討することとしている。

青森県道路公社

151 意見
事業にかかる
事務の執行に
ついて

〔安全性向上策について〕
今後も設備の老朽化は一層進み、維持補修にかかる費用が今まで以上に発生する可

能性が高いと考えられ、債務の早期返済と道路の維持管理業務がトレードオフになる可
能性も捨てきれない。
重大事故に繋がる可能性がある橋梁やトンネル、落石などの対策にかかる工事につい

ては、今後も県との協議により適切に対応することが望まれる。

みちのく有料道路の橋梁耐震補強工事
は、県の補助金を活用し、平成２５年度で完
了予定であり、また、トンネルについては平
成２５年度から一部補修工事を実施してい
る。
なお、各有料道路の施設の補修におい

て、今後も県と協議をし、県の補助金を活用
できるものはこれを優先し、公社単独費と併
せ、適切な施設の管理に努めていくこととし
ている。

青森県道路公社
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平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

153 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔みちのく有料道路の借入金等の返済可能性について〕
みちのく有料道路の借入金等を全額返済するには、料金徴収期間が終了する平成４１

年度まで毎年６．５億円以上の金額を返済し続ける必要がある。
道路公社が借入金等の返済を優先させ、工事等を抑制するということ予防するために

も、県が、道路の管理運営上、安全性に直結するものについては、必要な措置を講じるこ
とを要望する。
県においても、上北道路・上北天間林道路・天間林道路の開通に合わせ、みちのく有

料道路の利用促進を考慮した、施設の誘致・建設、または周辺アクセスの整備などは積
極的に行ってもらいたい。

県では、公社が道路の機能向上のための
工事を実施するために、補助金を公社に交
付し、すでに橋梁の耐震補強工事等を実施
済みであり、平成２５年度にはトンネル天井
板撤去工事を実施したところである。
また、上北自動車道の開通に合わせて、イ

ンターチェンジへのアクセス道路の整備等
を実施している。

青森県道路公社
（道路課）

157 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔青森空港有料道路の借入金等の返済可能性について〕
将来の返済可能性を試算したところ、料金徴収期間満了時（平成２９年度）において約

２９億円が残存する可能性が高いという結果となった。この金額は、道路公社の自助努力
では対応できない金額であり、県として、料金徴収期間を延長するか、借入金等を精算し
た上で一般県道として無料開放するか、早急に対応を考える必要がある。

当面は、債務の着実な圧縮に努めつつ、
利用状況、債務の返済状況、経済波及効果
等を見極めながら、平成２８年度に料金徴収
期間延長するか、無料開放するかを判断す
ることとする。

青森県道路公社

158 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔第二みちのく有料道路の借入金等の返済可能性について〕
将来の返済可能性を試算したところ、料金徴収期間満了時（平成３４年度）において約

４６億円が残存する可能性が高いという結果となった。現状では道路公社の自助努力で
は対応できない金額であるが、上北道路・上北天間林道路・天間林道路が開通した際
に、プラスの影響は期待できるものである。県としては、この影響を見極めた上で対応を
考える必要がある。

当面は、債務の着実な圧縮に努めつつ、
利用状況、債務の返済状況、経済波及効果
等を見極めながら、平成３３年度に料金徴収
期間延長するか、無料開放するかを判断す
ることとする。

青森県道路公社

173 意見
資産の管理に
ついて

〔余裕金の運用について〕
フェリー埠頭公社は余裕金を定期預金で運用しているが、運用のタイミング等について

は見直す余地がある。
現在は超短期の定期預金も商品化されるなど多様化しており、このような商品の利用可

能性も検討する必要がある。あるいは、寄附行為で認められている国債や地方債の運用
も検討する価値はあると考える。
現在の定期預金への預け入れのタイミングや預入額については、よりきめ細かい配慮

が必要と考える。

余裕金については、きめ細やかな効率的
運用を図るため、平成２５年２月より、短期間
の定期預金での運用を行うこととした。

青森県フェリー埠
頭公社

174 意見
資産の管理に
ついて

〔金銭管理の方法のマニュアル化について〕
金銭管理の方法については、財務規程に金銭出納についての定めがあるが、原則的

な考え方を示したもので、日常業務の具体的な進め方までを規定したものではない。
金銭管理は特に透明性が求められる業務であり、透明性確保の前提として、マニュアル

等による可視化が必要である。現状においては、金銭出納の方法についての業務マニュ
アルが作成されていないが、マニュアル化が必要である。

財務規程において定められていない現金
等の金銭管理マニュアルについては、当公
社及び他公社等の取扱いを調査のうえ、今
後、整備を図ることとしている。

青森県フェリー埠
頭公社

- 7 -



平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

175 結果
会計処理及び
経理処理につ
いて

〔青森港フェリー埠頭 第２・第３バース可動橋油圧配管工事について〕
工期延長に伴う契約保証の延長が行われておらず、無保証となっている期間があっ

た。工期を延長した場合は契約保証期間の延長も行うことが原則であるため、今後、同様
の事例が生じた場合には、対応に注意する必要がある。

契約工事の工期延長による契約保証の保
証期間延長の確認については、契約変更
締結時に「保証期間確認」欄を設けるととも
に、平成２４年１１月以降関係職員全員に周
知徹底を図った。

青森県フェリー埠
頭公社

176 意見
会計処理及び
経理処理につ
いて

〔青森港フェリーターミナル解体工事について〕
１２者が応札して、うち１０者が最低制限価格未満で失格となり、２番目に高い価格で入

札した業者が落札している。入札参加者の応札額が近似している状況からみて、工事品
質に大きな違いが生じることはなかった可能性も考えられる。
低価格での応札による工事品質の低下の可能性を懸念するのであれば、最低制限価

格制度よりも低入札価格調査制度を採用していたほうがメリットがあったのではないかと考
える。
最低制限価格制度の意義とメリットを再考し、入札制度の在り方も見直しを行う必要があ

る。

青森港フェリーターミナル解体工事につい
て、低入札調査を行うためには、建築工事
に係る高度な専門性が必要であり、公社の
体制に鑑み、十分な調査を行えない懸念が
あったため、最低制限価格を設定し、発注し
たものであるが、当該建築工事のように、公
社の体制に鑑み、県の運用と取扱を異にせ
ざるをえない場合について、入札制度の見
直し（公社指名審査要領の改正）を行った。

青森県フェリー埠
頭公社

178 意見
会計処理及び
経理処理につ
いて

〔入札制度の明確化について〕
フェリー埠頭公社の財務規程では、契約は、原則として青森県財務規則の契約の例に

準じて行うと定めているが、青森県の契約実務と完全に一致させることまでは想定してい
ない。青森県の契約実務と完全に一致させていないのであれば、フェリー埠頭公社として
の契約のルールを規則等で具体化させておく必要がある。

契約に係る県の契約実務と取扱を異にす
る場合には、青森県フェリー埠頭公社入札
指名審査会において、その妥当性を判断す
るとともに、議事録に明記することとし、公社
指名審査要領の改正を行った。

青森県フェリー埠
頭公社

179 意見
人件費及び人
員構成につい
て

〔理事会の出席状況について〕
１事業年度における理事会の開催回数は３回程度であり、また、理事が全員出席して

いるケースは見受けられなかった。
フェリー埠頭公社は「公益財団法人」への移行を目指して作業を進めているが、新制度

移行後の理事会の在り方については十分留意する必要がある。

平成２５年４月１日の公益財団法人移行後
は、理事会、評議員会ともに代理人などは
認められず本人出席が必要となることから、
出席できる時期等に十分留意し日程調整を
行うこととした。

青森県フェリー埠
頭公社

181 意見
事業にかかる
事務の執行に
ついて

〔バースの利用方法の明確化について〕
青森港では、フェリー会社３社を相手方として一括して桟橋等賃貸借契約を締結してい

る。当該貸付物件をフェリー会社間でどのように使用するかについては同契約に具体的
に明示されておらず、契約書の他に具体的に定めた文書は作成されていないため、フェ
リー埠頭の使用方法についても、賃貸借契約あるいはその他の文書で明確化しておくこ
とが望ましい。
青森港のバースの利用方法は、フェリー埠頭公社とフェリー会社各社との協議により決

められているとのことだが、協議結果が明文化されていない。フェリー埠頭の具体的な使
用方法については文書化しておくことが望ましい。

青森港フェリー埠頭施設の供用開始（昭
和４７年）以来、施設の効率的な使用及び臨
機応変で柔軟な対応をするため、船社ごと
に施設を割り当てて契約することはしていな
いが、平成２６年４月に、桟橋等賃貸借契約
の更新が予定されていることから、現在船社
と協議中であり、協議によって必要な部分に
ついては文書化する。

青森県フェリー埠
頭公社
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181 意見
事業にかかる
事務の執行に
ついて

〔バースの利用方法の平準化について〕
現在は、第２・第３バースに利用が集中しており、施設の有効活用の観点からみると特

定のバースに利用が集中することは望ましくなく、施設の利用状況が極力平準化されるよ
う、積極的に対応を図っていくことが望ましい。
第４バースは県が管理する施設であり、賃貸料を県に支払って借り受けている。多額の

賃貸料を支払っている施設が有効に利用されないのは大きな不効率であり、その有効活
用を図る必要がある。

平準化については、各バース毎に利用で
きる船舶の大きさ、接岸方法が違うほか、発
着時間の調整もあることから、現状では平準
化は難しい。現在使用していない第４バース
については、来年度から就航する新造船が
利用を予定しているほか、今後も船舶の大
型化などに伴い、利用の増加が見込めるも
のと考えている。

青森県フェリー埠
頭公社

183 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔災害復旧引当預金の取り扱いについて〕
公益財団法人への移行を目指して作業を進めているが、新公益法人制度では、災害

復旧引当預金のような将来の特定の活動に要する資金を積み立てることが出来る条件の
一つとして、その資金を使う活動の内容及び時期が具体的であることという条件があり、
災害復旧引当預金は認められないことになる。
災害が発生した場合の対応方法については、平常時から考え方を整理しておくことが

望ましく、フェリー埠頭公社及び県はそのように対応を図る必要がある。

公社の所有する施設については、災害発
生時の対応として、従前の災害復旧引当預
金に代わる管理運営特定資産（約１２億円）
を設け対応することとした。なお、資金不足
の場合には、借入により対応することとなる。

青森県フェリー埠
頭公社

184 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔修繕引当預金の取り扱いについて〕
修繕引当預金の原資は、フェリー会社から収受する桟橋等賃貸料であるが、青森港

フェリー埠頭に関しては、平成２１年度から平成２５年度までの賃貸借期間においては、
桟橋等賃貸料に修繕引当預金充当分を含めていない。現状における修繕への対応は
過去の積み立て分で行っており、問題は生じていないが、現在の状態が続けば、将来的
には修繕引当預金が枯渇する可能性もある。
修繕引当預金の原資を誰が負担していくのかについても、フェリー埠頭公社、県及び

フェリー会社間で考え方を整理しておく必要がある。

公社では、平成２６年４月からの桟橋等賃
貸借契約の更新に当たっては今後５カ年間
で見込まれる修繕費用を賃貸料で全て賄う
ことにしており、現在船社と協議中である。

青森県フェリー埠
頭公社

184 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔平成２６年度までの修繕引当金と災害復旧引当金の取り扱いについて〕
フェリー埠頭公社とフェリー会社３社は、桟橋等賃貸借契約に関する覚書を交換してお

り、同覚書では、災害復旧引当金及び修繕引当金の一部は契約期間中繰り延べすると
している。
将来の復旧工事の在り方や、将来の修繕引当預金の原資の負担の在り方を整理する

前提として、平成２１年度から平成２５年度までの修繕引当預金及び災害復旧引当預金
の原資の取り扱いについても考え方を整理しておく必要がある。

平成２１年度から平成２５年度までの賃貸
借期間における災害復旧引当金及び修繕
引当金相当額の繰り延べについては、船社
からの原油価格の高騰による燃料費増加な
どによる厳しい経営状況に基づいた要請に
よる特例的な措置であり、その取扱について
は、現在船社と協議中である。
将来的な復旧工事や復旧引当預金の原

資負担の在り方とともに、船社と協議し公社
の対応を整理する。

青森県フェリー埠
頭公社

- 9 -



平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

185 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔フェリー埠頭公社のキャッシュ・フローの状況について〕
青森港フェリー埠頭及び八戸港フェリー埠頭とも、桟橋等賃貸料は定額となっており、

損益計算書上では安定的に利益が出ているが、最近のキャッシュ・フローは必ずしも安
定しておらず、このような状況は今後も続く可能性があるため、今後より一層、経費の削減
や自主財源の獲得に努めていく必要がある。

平成２５年４月１日の公益財団法人移行を
踏まえ、月次損益、業務推進状況、それらの
課題等の的確な把握に努めるとともに、引き
続き、経費節減のほか、余裕金のきめ細か
な運用等により自主財源の獲得に努めるこ
ととした。

青森県フェリー埠
頭公社

198 意見
資産の管理に
ついて

〔現金等の管理について〕
手持ちの現金を極力少なくするよう努めるとともに、預金通帳・印鑑の管理を含め、より

一層慎重で、かつ牽制の利いた管理について検討することが望まれる。

手持現金は釣銭等日常業務の必要最小
限度額としているほか、通帳と印鑑はそれぞ
れの管理者の監督のもと、別々に管理する
こととした。

青森県観光連盟

198 意見
資産の管理に
ついて

〔固定資産の管理について〕
定期的な棚卸を網羅的かつ効率的に行い、遊休資産の把握や資産の有効利用を図る

前提として、個々の資産に管理票を貼付するなど、従来よりも緻密な固定資産管理を行う
ことが望ましい。

固定資産管理台帳に基づき固定資産の
写真撮影を行い台帳に写真を添付し一体
的な管理を行うこととした。

青森県観光連盟

198 意見
資産の管理に
ついて

〔修繕費の負担について〕
アスパムは開館後２６年を経過し、今後、修繕や設備の更新に係る費用が増えてくるこ

とも予想される。観光連盟の中長期的な経営見通しを立てるためにも、アスパムの今後の
修繕計画とその費用負担ルールについて、県と観光連盟で改めて確認しておくことが必
要である。

アスパムの修繕費用については、１件１００
万円程度までは観光連盟が負担し、それを
超えるような場合は県負担としていたが、県
との建物（無償）賃貸借契約書では明記され
ていないため、１００万円以上の修繕を県負
担とする覚書を取り交わした。

青森県観光連盟

199 意見
資産の管理に
ついて

〔アスパムの位置づけについて〕
今後のアスパムに求められる機能や役割を確認し、施設コンセプトの統一性や県施設

の有効活用、あるいは観光連盟の他事業との相乗効果や収益貢献などの観点から、アス
パムの性格や位置づけを明確にしていくことが望まれる。

アスパムの位置付けについて、青森県観
光国際戦略推進本部が策定予定の新たな
観光戦略や中期経営計画策定過程で関係
機関と協議し、検討していくこととしている。

青森県観光連盟
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平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

201 意見
会計処理及び
経理処理につ
いて

〔委託契約の経済性について〕
県の補助事業、受託事業では随意契約、特に一者随契が多くなっている。個別に見る

と一定の合理性のある事情は認められるが、価格の競争性が行われない契約が中心と
なっているのは事実である。
観光物産館管理運営事業と駐車場管理等運営事業でも３割程度が一者随契である。

また、指名競争入札が行われている契約も毎年入札参加者が類似し、結果的に同一業
者が落札している状況が長期に続いている。
今後、委託契約の競争性、透明性のより一層の向上を図り、経済性を追求した事務手

続きとしていくことが望まれる。

随意契約を行う際には、原則として２者以
上からの見積書を徴することとし、１者随契
を行う際は合理性の判断を慎重に行うととも
に、その理由を明記することとした。
また、指名競争入札については、当連盟

の会計事務が青森県財務規則により処理す
ることになっていることから、業種区分、契約
金額及び県の等級名簿により適正に処理を
行っているが、執行管理においても新たに
担当者を定め確認を徹底することとした。

青森県観光連盟

204 意見
人件費及び人
員構成につい
て

〔賞与引当金の計上について〕
現在、賞与引当金が計上されていないため、その計上が課題となっている。公益法人

会計基準に則り、適切に処理することが求められる。

公益法人移行を契機として、賞与引当金
を平成２４年度会計に予算計上した。

青森県観光連盟

204 意見
人件費及び人
員構成につい
て

〔観光連盟の専門性について〕
現在、観光連盟は派遣職員の受入に際して特に前職での観光関連の経験や専門性は

求めていないが、民間企業からの受入に際しては観光連盟に不足する経験や専門性を
有する職員の派遣を依頼することも考えられる。また、プロパー職員を民間の観光関連の
企業に派遣し、必要な専門性を身に着けさせるというような取組も必要となってくると考え
る。
そのためには、青森県の観光振興に対して、今後、観光連盟がどう貢献していくか、そ

のためにどのような専門性やスキルをもった組織になる必要があるか、現在の体制では何
が不足しているのか、今後どの分野を強化していかなければならないかなどについて分
析することが必要になる。将来のあるべき観光連盟のスキルセットと現在の観光連盟のス
キルセットを整理し、そのギャップを認識するようなことから取り掛かることを提案したい。

これまで、旅行業者（ＪＲ）、金融機関、県、
市町村等から観光連盟に不足する知識を有
する外部の人材の派遣を受け、職員間の専
門知識の共有化によりスキルアップを図って
きた。
また、プロパー職員を県観光国際戦略局

に研修生として勤務させ、実際に県の施策
に携わり、観光関連事業者等と折衝するな
どして、観光に関する専門的知識の習得を
図っている。
観光連盟の専門性向上については、青森

県観光国際戦略推進本部が策定予定の新
たな観光戦略や中期経営計画策定過程で
関係機関と協議し、検討していくこととしてい
る。

青森県観光連盟

205 意見
人件費及び人
員構成につい
て

〔観光連盟の職員数について〕
県からふるさと雇用再生特別対策事業や緊急雇用創出対策事業によって、臨時職員

が増えているが、必ずしも継続的な雇用になるとは限らない。
県の財政支出も今後ますます厳しくなることが予想される中で、観光連盟にとって必要

な事業とそれに対応する職員数について明確な方針を持っておくことが望ましい。

県と役割分担を含めた協議を行い、今後、
事業の必要性を含めた適正な事業規模及
び職員数等については、青森県観光国際
戦略推進本部が策定予定の新たな観光戦
略や、中期経営計画策定過程で関係機関と
協議し、検討していくこととしている。

青森県観光連盟
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平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

207 意見
事業にかかる
事務の執行に
ついて

〔事業の目的、単位について〕
観光連盟は多くの事業を実施しているが、その中には、目的が不明確な場合や類似の

事業が複数行われている場合がある。
改めて各事業の目的を確認した上で、必要な場合、事業の単位や取組内容について

見直していくことが望ましい。

平成２５年度事業を整理・見直し、平成２６
年度当初予算に向けた取組等を県に要請
した。

青森県観光連盟

207 意見
事業にかかる
事務の執行に
ついて

〔事業ごとのコスト把握について〕
各事業ごとの費用対効果を評価するには、事業目的を達成するために費やした正確な

事業費の把握が不可欠である。今後、県の受託事業や補助事業など、可能なレベルから
人件費を含む各事業の費用集計の仕組みの構築について取り組むことが期待される。ま
た、派遣職員分の事業別コスト（特に県派遣職員分）についても別途把握しておくことが
望ましい。
県としても、補助事業や委託事業の正確な事業費について報告を受ける必要がある。

補助や委託の実績とともに費用についても評価し、次の補助事業や委託事業の企画提
案に活用していくべきである。

経営の安定化と収益性向上に取り組むた
め、人件費を含む各事業の費用集計の仕
組みの構築を検討する。

青森県観光連盟

209 結果

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔青森県観光連盟運営費補助金について〕
本補助金は、民間主導による観光推進業務の自立的な体制への移行に向けて観光連

盟が行う観光振興に係る事業の運営に要する経費について交付することとされている。
実際には、特定の事業実施を目的としたものではなく、常勤理事、文化観光推進員の人
件費を中心として補助されているものである。
県によると、過去の経緯を踏まえた経過措置とのことであるが、補助金の目的や補助に

より促進される成果、あるいは補助対象などが明確とは言えない。運営費や管理費は、本
来観光連盟の自主財源や受託事業にかかる間接経費分などで賄うべき性格のものであ
る。
県は、目的や対象を明確にして補助金を交付すべきであり、このような形で運営費を補

助することは避ける必要がある。

平成２５年度の補助金交付要綱におい
て、補助対象事業を具体的に列挙するな
ど、補助金の目的・対象を明確にした。

青森県観光連盟
（観光企画課）

209 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔震災復興支援誘客促進事業について〕
本事業は、東日本大震災の影響で打撃を受けている県内観光産業の復興に向けて緊

急的な対策を講じるため県から委託されたものである。
県から観光連盟への委託仕様書では、助成等の対象となる宿泊施設を観光連盟の会

員又はその構成員の施設としている。観光連盟の会員やその構成員によって県内の宿
泊施設を網羅できていないとすれば、公平性の観点から対象施設を限定することは慎重
に行う必要がある。
県から観光連盟を通じて間接補助を行う際には、公平性や公益性の観点にも十分留意

して行うことが求められる。

今後は、県から観光連盟を通じて間接補
助事業を行う際に、公平性や公益性の観点
にも十分留意して行うこととした。なお、当該
事業は、震災対応の緊急的な事業で、速や
かな実施が必要であったため、助成対象施
設を観光連盟の会員又はその構成員の施
設としたものである。

青森県観光連盟
（観光企画課）
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平成２４年度包括外部監査結果の対応状況

報告
書頁

結果
意見

監査項目 監査の結果又は意見の内容 対応状況 監査対象所属

210 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔県補助金・委託料の１００％間接補助・再委託について〕
青森県観光事業振興費補助金及び東北新幹線全線開業１周年情報発信事業費補助

金は全額が委託料として支出されている。コンベンション誘致促進事業補助金のうち、コ
ンベンション開催費補助及び戦略的コンベンション誘致拡大事業の補助は、すべて助成
金として支出されている。また、青森県観光情報ネットワークシステム事業では、委託料の
１００％が再委託されている。
県は、補助金や委託料が実質的にそのまま観光連盟から他に支出されるような場合、

県が直接支出する場合と比較して、観光連盟を介在させる必要性や利点、観光連盟でし
かできない事情など、合理的な理由を記録しておくことが必要である。合理的な説明がで
きない１００％再委託等は避けるべきである。

県では、観光連盟への補助・委託する場
合には、観光連盟を介在させる必要性や利
点、観光連盟でしかできない事情など、合理
的な理由を起案に記載することとした。

青森県観光連盟
（観光企画課）

210 意見

出資団体の事
務に対する県
の関与につい
て

〔負担金の根拠文書の保管、及び補助金との区別について〕
観光連盟への負担金は、それぞれまとまった財政支出であり、その妥当性を十分説明

する必要があるとともに、事後的に財政支出による効果を検証し、後年度の企画や予算
編成に活かすためにも、金額の根拠や内訳明細等の文書を整理し、添付しておくことが
望ましい。
また、財源との関係で金額の根拠となる証拠書類を確認する補助金が望ましいとのこと

で、大型観光キャンペーン事業推進事業費が補助金と負担金に分けて県から観光連盟
に支出されている。
負担金と補助金は、性質の異なる支出であり、事務手続や必要な文書にも違いが出て

くる。状況によって負担金と補助金が恣意的に選択されるようなことがないように、負担金
として財政支出をする場合のルールを明確にして運用することが必要である。

県では、負担金は共同で事業を行う場合
の一構成員としての支出、補助金は観光連
盟の事業への支援としての支出、という考え
方に基づいて運用している。
なお、平成２５年度の支出負担行為にお

いて、負担金の根拠や内訳明細等の文書を
添付することとした。

青森県観光連盟
（観光企画課）

212 意見
観光連盟の経
営管理につい
て

〔観光連盟の経営課題への対応について〕
現在の観光連盟は、県からの派遣職員を減らすとともに自主財源の確保や経費削減な

どに取り組んでいるところであるが、現在の取組をさらに拡充あるいは深化させる必要が
ある。
また、県との役割分担の中で観光連盟の独自性も重要となるため、民間ならではの機

動性や柔軟性、創造性などを十分に発揮できるような事務・事業実施の仕組みや経営管
理の体制を構築していくことも求められる。
これから、観光連盟独自で主体的な事業展開による実績を積み上げることによって、民

間事業者等とのネットワークもより裾野が広がり、強化されていく。それが観光連盟の在価
値を高め、将来の民間事業者等の費用負担にもつながっていくものと期待される。

自主財源の確保や経費削減、県派遣職員
の削減などの取り組みの拡充・深化につい
て、県と連盟の役割分担などを含め、青森
県観光国際戦略推進本部が策定予定の新
たな観光戦略や中期経営計画策定過程で
関係機関と協議し、検討していくこととしてい
る。

青森県観光連盟
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